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第 2 章 DES における債務消滅益は資本等取引として損益計算から除外できるか 








という考え方もあり、この点については、判決（東京地裁昭和 50 年 5 月 6 日判決（昭和
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金融危機、平成 22 年の欧州危機が、我が国経済に及ぼす影響は大きく、更に、平成 23 年
3 月の東日本大震災を経て、我が国における不況は一向に回復を見せる兆しはない。 
こうした状況下で、経営不振に陥った企業は再生の途を模索し続けており、デット・エ














本稿の構成は、まず第 1 章で DES を債権の現物出資と捉えた上で、その会社法及び課
税上の取扱いについての整理を行い、DES において債務消滅益が認識されることを結論付










第 1 章 DES についての取扱い 
 
第 1 節 DES の概要 
 DES は、債権者が保有する債権をその債務者である法人に出資し、債務者である法人は
債務を消滅させて資本の金額を増加させる取引であり、債務の株式化ともいわれる。  
このように、DES は債権の現物出資と解されるのが一般的であるため 1) 2)、課税上、現
物出資と同様の取扱いを受けることになる。 
 

















                                                   
1) 岡村忠生「法人税法講義第 3 版」2007.11 358 頁 
2) 会社更生手続中に、債権者に対して旧債権を消滅させ、旧債権の権利に代えて新株を交付す
る株式振替（会社更生法 175 条）も現物出資の 1 つと考えられる。現物出資以外に、債務者が
債務をいったん弁済し、直ちにその金銭による出資を受ける方法（債権者が債務者に金銭出資
を行い、新株の発行を受けた後、その出資した金銭を以ってして債権の返済を受ける方法も同









条の 8 第 1 項）。 








査役の調査を省略することができる（会社法 207 条 9 項）。 
 
第 3 節 現物出資の課税上の原則的取扱い 


































決（東京高裁昭和 51 年 11 月 17 日判決（昭和 48 年(行コ)第 45 号）3)）において、以下の
ように述べ、その課税機会の適切性を肯定している。 
「資産の譲渡による対価が金銭以外の物又は権利その他経済的な利益によって形成さ
                                                   
3) LEX／DB インターネット TKC 法律情報データベースにより引用を行っている。 
4) 譲渡所得ないし譲渡所得課税についての本判決のような理解は、学説の上でも一般に支持さ
れてきているといってよいと思われる。また、本判決にみられる理解は、その後の最高裁の判
決にも引き継がれているところである。（最高裁昭和 47.12.26 判決、同 54.6.21 判決等）清永
敬次「譲渡所得の意義」別冊ジュリスト 79 号 1983.3 70 頁 


























ｲ) 現物資産の帳簿価額と時価が等しい場合（現物資産の帳簿価額 100、時価 100） 
 この場合には、株主が現物出資により取得した株式の価額は、現物資産の時価 100 とな
り、現物資産の帳簿価額 100 と時価 100 とに差額は生じないため、課税関係は生じない。 
 
ﾛ) 現物資産の帳簿価額より時価が低い場合（現物資産の帳簿価額 120、時価 100） 
 この場合には、ｲ)の場合と同様に、株主が現物出資により取得した株式の価額は、現物





ﾊ) 現物資産の帳簿価額より時価が高い場合（現物資産の帳簿価額 80、時価 100） 
 この場合には、ｲ)及びﾛ)の場合と同様に、株主が現物出資により取得した取得株式の価
額は、現物資産の時価 100 となるが、現物資産の帳簿価額 80 と時価 100 との差額 20 は
譲渡益となる。 
 
   
ﾛ. 取得株式の価額を時価より低い価額とする場合 
ｲ) 取得株式の価額を贈与又は著しく低い価額とした場合（取得株式の価額 0 から 49、時
価 100） 
 この場合には、現物資産を時価 100 により譲渡したものとみなされ（所 59①）、株主が
課税を受けることになる。ただし、譲渡益が発生した場合には通常の課税を受けるが、譲
渡損が発生する場合にはその損失はなかったものとみなされる（所 59②）。ここで、著し
く低い価額については、取得株式の価額が、資産の時価の 2 分の 1 未満であるかどうかに
より判定することとなる。 
   
 
ﾛ) 取得株式の価額を時価より低い価額（時価の 2 分の 1 以上）とした場合（取得株式の価
額 80、時価 100） 
 この場合には、取得株式の価額は、資産の時価の 2 分の 1 以上であるため、取得株式の
価額はそのまま 80 となり、資産の帳簿価額と 120 との差額については譲渡損益となる。
現物資産の時価 100 と取得株式の価額 80 との差額 20 については、株主が株式を譲渡した
時に、譲渡損益として実現することとなる。 
株　　主 被現物出資法人 ｲ) 帳簿価額 100
現物資産 有価証券 100 ／ 現物資産 100
ﾛ) 帳簿価額 120
有価証券 100 ／ 現物資産 120
資産譲渡損 20 ／
ﾊ) 帳簿価額 80





現物資産 有価証券 100 ／ 現物資産 120







   
 
ﾊ. 取得株式の価額を時価より高い価額とする場合（株式の取得価額 120、時価 100） 
  この場合には、株式の取得価額はそのまま 120 となり、資産の帳簿価額と 120 との差
額については譲渡損益となる。（帳簿価額を 120 とする場合には譲渡損益は発生しない。）
この場合、現物資産の時価 100 と 120 の差額 20 については、株主が株式を譲渡した時に、
譲渡損益として実現することとなる。 
 また、この場合、資産を受け入れる法人側においても、時価 100 より高い価額 120 で株
式を発行することになるため、この場合の株主は、既存株主に対して有利発行を受けたこ
とになり、既存株主との間に、贈与税の課税関係が発生することになる。 














                                                   
6) 西村総合法律事務所編「ファイナンス法大全（下）」商事法務  2003 743 頁 
7) 渡辺裕泰「ファイナンス課税 第 2 版」2012.3 23 頁 
株　　主 被現物出資法人
現物資産 有価証券 80 ／ 現物資産 120


















































ｲ. 受入価額を現物資産の時価とする場合（資産の受入価額 100、増加資本金等の額 100、
現物資産の時価 100） 
 この場合には、株主と出資を受ける法人の両者間には、二重課税が生じることはない。 
   
 
ﾛ. 受入価額を現物資産の時価より低い価額とする場合（資産の受入価額 80、増加資本金
等の額 80、現物資産の時価 100） 
 この場合には、被現物出資法人において、現物資産に含み益 20 を有していることとな
り、その後、その資産を 110 で譲渡した場合には、30 の譲渡益が生じることになる。株主
側の取扱いが上記 1.2)ｲ.ﾊ)の場合には、現物出資に際して既に 20 の譲渡益を計上している






帳簿価額 100 受入価額 100





帳簿価額 80 受入価額 100 受入価額 110
有価証券 100 ／ 現物資産 80 （現物出資時） ←本来の仕訳
／ 資産譲渡益 20 現物資産 100 ／ 資本金等 100
（その後の譲渡時）









等の額 120、現物資産の時価 100） 
 この場合には、被現物出資法人において、現物資産に含み損 20 を有していることとな
り、その後、その資産を 90 で譲渡した場合には、30 の譲渡損を生み出すことになる。株
主側の取扱いが上記 1.2)ｲ.ﾛ)の場合には、現物出資に際して既に 20 の譲渡損を計上してい








帳簿価額 80 受入価額 80 受入価額 110
有価証券 100 ／ 現物資産 80 （現物出資時） ←時価より低い価額で受け入れた場合
／ 資産譲渡益 20 現物資産 80 ／ 資本金等 80
（その後の譲渡時）
現預金 110 ／ 現物資産 80







帳簿価額 120 受入価額 100 受入価額 90
有価証券 100 ／ 現物資産 120 （現物出資時） ←本来の仕訳
資産譲渡損 20 ／ 現物資産 100 ／ 資本金等 100
（その後の譲渡時）








帳簿価額 120 受入価額 120 受入価額 90
有価証券 100 ／ 現物資産 120 （現物出資時） ←時価より高い価額で受け入れた場合
資産譲渡損 20 ／ 現物資産 120 ／ 資本金等 120
（その後の譲渡時）
現預金 90 ／ 現物資産 120



































                                                   
9) 前掲 1) 321 頁 
10) 水野忠恒「租税法 第 3 版」2007.4 431 頁 
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合の当該現物出資（法 2 十二の 14 イ）、②現物出資法人と被現物出資法人との間にいずれ
か一方の法人による支配関係（一方が他方の発行済株式の 50％超、100％未満の株式を所





のすべてに該当するもの（法 2 十二の 14 ロ）、又は、③現物出資法人と被現物出資法人と
が共同で事業を営むための現物出資（法 2 十二の 14 ハ）のいずれかに該当するため現物

































れらの資産のうち、現物出資直前の帳簿価額が 1,000 万円未満のものを除く。（法 61 の 13





の者との間に当事者間の完全支配関係がある法人相互の関係をいう（法 2 十二の 7 の六、
令 4 の 2②）。 
 






































                                                   
11) 藤田友敬「新会社法におけるデット・エクイティ・スワップ」会社法と商事法務 2008.2 137
頁 








従って、会社法 207 条 9 項 5 号は、券面額による DES が無条件に認められるケースを
明示したにすぎないものと考えられ、会社法においては、現行法令下にあっても、券面額
による DES（既存株主の利益を害さない場合に限られる）及び評価額による DES のいず
れの説も認められるものと考えられる 15)。 
 
第 6 節 DES の法人税法における取扱い 















物出資の目的物である債権を、帳簿価額を引き継いで受入れ（法 62 の 4②、令 123 の 5）、
その額だけ資本金等の額を増加させることとなる（令 8①八）。 



































                                                   
16) 前掲 1) 361 頁 





































                                                   
18) 前掲 1) 363 頁 
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第 2 章 DES における債務消滅益は資本等取引として損益計算から除外できるか 
 













第 2 節 債務免除益が所得を構成するかについての検討 
 DES は、過剰な債務を抱えた企業を再建する際にしばしば用いられる不良債権の処理手
法であり、企業の再建にあたっては、債権者にとっての債権放棄（債務者にとっての債務




























地裁 昭和 40 年 7 月 27 日判決（昭和 35 年(行)第 58 号））が、債務者が債務超過の状態で
ある場合に限っては、益金と捉えるべきでないのではないかという考え方もある。この点
については、訴訟において争われた経緯があるので、判決（東京地裁昭和 50 年 5 月 6 日
判決（昭和 44 年(行ウ)第 198 号）20)）を検討することにより、その是非を確かめることに
する。 
1) 事実の概要 
原告は、スチール家具等の製造販売を業とする株式会社であって、昭和 43 年 1 月 13 日
に M 社を吸収合併したものである。M 社は、昭和 40 年 8 月 1 日から昭和 41 年 7 月 31
日までの事業年度（以下昭和 40 年度という。）及び昭和 41 年 8 月 1 日から昭和 42 年 7
月 31 日までの事業年度の法人税について、所得金額を 0 として青色申告書により申告し
たところ、課税当局は、M 社の青色申告の承認を取り消したうえ、M 社が、昭和 40 年 12
月 15 日に訴外 K 社から受けた 2,600 万円の債務免除を益金として所得計算を行い、課税
所得を 2,950 万円とする更正処分を行った。 
                                                   
19) 増井良啓「債務免除益をめぐる所得税法上のいくつかの解釈問題（上）」ジュリスト 1315
号 2006.7 196 頁 









 本件債務免除は、昭和 40 年 1 月下旪頃倒産した M 社の資産負債の整理の一環として、
同社の負債の減尐、欠損金の補填のために、K 社を含む M 社の債権者集会の協議によって
されたものであり、その行為の実体は欠損補填のための資本減尐に準ずるものであって、




 ところで、M 社の昭和 39 年 8 月 1 日から昭和 40 年 7 月 31 日までの事業年度において
は、前事業年度における控除未済欠損金 1,200 万円が繰り越されており、さらに当期欠損
金 1,600 万円が生じ、本件債務免除当時合計 2,800 万円の欠損金があったから、本件債務
免除に係る 2,600 万円は、全額欠損金に充当すべきものである。 
 したがって、昭和 40 年度更正のうち本件債務免除に係る金額を所得の計算上、益金と
した部分は無効である。 
 課税当局は、本件債務免除が M 社の資産整理に伴ってされたものであることを知りなが













間の取引にのみ限定している（法 22④（昭和 42 年改正前のもの。以下同じ。））のであっ
て、本件債務免除が法 22②及び法 22④の解釈上資本取引によるものでないことは明らか




 原告は、本件債務免除は M 社の負債の減尐、欠損金の填補のため債権者集会の協議を経
てされたもので、資本の減尐に準ずるものであるから、本件債務免除に係る金額は M 社の




















































資本等の金額に含まれない（法 2 十六、十七）のであるから、債務免除が法 22④の「資本
                                                   













第 3 節 DES における債務消滅益の検討 
前節において、債務免除益は資本等取引に該当せず、益金を構成することについて整理










第 1 一般原則 3、同注解(注 2)）。 
会社法も、株主となる者が会社に払込み又は給付した額のうち資本金に計上しないこと
とした額は資本取引によって生じたものであるという考え方のもとに、これを資本準備金
                                                   





法において、法 59（第 3 章において詳述する）を置くことで、この相違を解消するための取
扱いは講ぜられていると考えられる。同 217 頁 
30 
 
として計上することを要求し（会社法 445 条 2 項、3 項）、更に、準備金の額の減尐につ
いては、株主総会の決議を要求している（会社法 448 条、449 条）。 
法人税法においても、昭和 22 年制定の旧法人税法の昭和 25 年改正において、旧法 9 の
2 で、額面超過金及び利益剰余金の益金不算入が規定され、資本取引から所得が生じない








が行う利益又は剰余金の分配の 2 つを含む観念であり（法 22⑤）、このうち前者の①を狭
義の資本等取引という 25)。 












                                                   
23) 昭和 25 年の商法改正以前は、額面超過金等は会社の純資産を増加させるから益金を構成す
ると解されていた。 
24) 金子宏「所得概念の研究 所得課税の基礎理論 上巻」1995 
25) 前掲 15) 284 頁 



















平成 15 年 5 月期 
平成 14 年 11 月、B 社は、D 銀行から、A 社（原告）に対する額面 4 億 3040 万円の債
権を 1 億 6200 万円で譲受け、平成 15 年 3 月、同債権を A 社に現物出資した。 
A 社は、B 社に対し、普通株式 80 万株（1 株の発行価額 538 円）を発行し、第三者割当
てによる増資が行われた。 
 A 社は、長期借入金勘定を 4 億 3040 万減尐させるとともに資本金勘定を 4 億円、資本
準備金勘定を 3040 万円増加させる経理処理を行った。 
A 社と B 社は、令 4 の 2⑨二に規定する本件増資前において「同一者による支配関係」
があり、本件増資後において「同一者による支配関係」が継続する関係に該当すると認め
られることから、本件現物出資は、法 2 十二の 14 に規定する適格現物出資に該当する。 
平成 16 年 5 月期 
 平成 16 年 1 月、C 社は、D 銀行から、A 社に対する額面 4 億 6931 万円余の利息債権を
                                                   




2 億 5663 万 2756 円で譲受け、平成 16 年 4 月に、A 社からの額面 1 億 4461 万 5000 円の
弁済を控除した額面 3 億 2470 万円の利息債権を、A 社に対して譲渡し、対価として、A
社株式 34 万株（帳簿価額 3 億 2470 万円。以下本件自己株式という。）を受け取った。 
A 社と C 社は、完全支配関係が継続する関係である。 
 
2) 更正処分の理由 
平成 15 年 5 月期 
本件 DES は適格現物出資に該当するから、法 62 の 4②及び令 123 の 5 の規定の適用に
より、被現物出資法人である原告の本件貸付債権の取得価額は、現物出資法人である B 社
の本件現物出資の直前の帳簿価額に相当する 1 億 6200 万円と認められるので、当該混同
によって消滅した本件貸付債権の額面額のうち、本件貸付債権の取得価額を超える部分に
ついては、債務消滅益として益金の額に算入することになる。 
平成 16 年 5 月期 




























 法 2 十七トによれば、本件現物出資により増加した資本積立金額は、適格現物出資によ
り移転を受けた資産の現物出資法人の当該移転の直前の帳簿価額 1 億 6200 万円から本件
現物出資によって増加した原告の資本の金額 4 億円を減算した金額であるマイナス 2 億
3800 万円となるから、本件現物出資は、資本の金額を 4 億円増加させ、資本積立金額を 2
億 3800 万円減額させる取引であり、その差額である 1 億 6200 万円の資本金等の金額の増
額をもたらした資本等取引となる。 








当たる 1 億 6200 万円を控除した残額は、損益取引により生じた益金と認められる。 
 
争点 2．本件自己株式の譲渡について債務消滅益が生じるか否か 
D 銀行が平成 16 年 1 月に譲渡した本件利息債権（残高 4 億 6931 万円）の譲渡代金は 2
億 5663 万円であったのであるから、特段の理由がない限り、平成 16 年 1 月当時の本件利
息債権の時価は 2 億 5663 万円であったものと認めるのが相当であり、その後本件利息債
権の返済として 1 億 4661 万円が支払われたのであるから、本件自己株式の譲渡対価であ
34 
 
る同日当時の本件利息債権の時価は、2 億 5663 万円から 1 億 4461 万円を控除した残額で
ある 1 億 1202 万円と認めるのが相当である。 
 法 2 十七ロによれば、譲渡対価の額から当該自己の株式の当該譲渡の直前の帳簿価額を
減算した金額が資本積立金額となるところ、本件利息債権の本件自己の株式の譲渡直前の
帳簿価額は 3 億 2470 万円であるから、上記譲渡対価の額 1 億 1202 万円からこれを減算
した金額マイナス 2 億 1267 万円が資本積立金額になるので、本件自己株式の譲渡は資本
等取引に該当する。 
 そして、本件自己株式の取得の結果、A 社が取得した本件利息債権（取得価額 1 億 1202
万円）と本件利息債務（3 億 2476 万円）は混同により消滅したものであり、これは本件
株式の譲渡によって消滅したものではなく、混同は資本等の金額の増減を発生させるもの
ではないから、資本等取引に該当するとは認められない。したがって、A 社は、損益取引
に該当する混同によって 3 億 2470 万円の債務の返済を免れ、この金額に相当する経済的













的に採用されていたとは認めがたい。むしろ、平成 18 年 5 月 1 日に施行された会社法は、
債務者会社の負債の帳簿価額を超えない限り、券面額で行う現物出資について検査役の選

































                                                   
28) 中里実「資金調達に伴う課税」ジュリスト 1445 号 2012.9 57 頁 





























                                                   
30) 太田洋、北村導人「デット・エクイティ・スワップ（DES）に関する租税法上の諸問題」
経理研究 55 号 2012.3 317 頁 
31) この包括的所得概念の背後にある考え方は、いうまでもなく公平負担の原則であり、総合
所得税の理念である。金子宏「租税法理論の形成と解明  上巻」2010.11 422 頁 
32) 青山慶二「債務の株式化と債務消滅益」TKC 税研情報 2011.10 56 頁 




















次に、本判決においては、本件 DES が適格現物出資に該当したため、法 62 の 4 を適用
して債務消滅益を認定したことは前述の通りであるが、適格現物出資に該当しない DES
の現行法下の取扱いに関しても、次のように述べている。 
「平成 18 年改正後の法 2 十六は、「資本金等の額」は「法人（中略）が株主等から出資
を受けた金額として政令で定める金額をいう。」として、資本金等の額の定義を政令に委ね、




と解されることから、平成 18 年改正後の法人税法の下では、DES に係る現物出資対象債
権は、対価の額（時価）が資本金等の額に加算され、その限度で資本等取引になるとされ
                                                   
34) 前掲 28) 58 頁 






























                                                   
36) 前掲 30) 314～315 頁 
37) 金子宏「法人税法における資本等取引と損益取引―『混合取引の法理』の提案―」所得税・
法人税の理論と課題 2010.4 123 頁 











第 4 節 解決策の提案 














                                                   
39) 品川芳宣「役員報酬の仮装経理の有無と DES 等における債務免除益等の存否」TKC 税研
情報 18 巻 5 号 2009.10 54 頁 





っている。金子宏「租税法の発展」2010.11 347 頁 
42) 現物配当は、剰余金の配当と資産の株主への移転の 2 つの要素をもった混合取引である。























3. DES における債務消滅益の課税のあり方 
 この現物配当の考え方は、債権の現物出資としての DES にも当てはまるものと考えら
                                                   










前掲 41) 343 頁 































                                                   
45) 前掲 37) 146 頁 





























                                                   
47) 前掲 32) 58 頁 
48) 前掲 37) 147 頁 
49) 前掲 41) 350 頁 
50) 前掲 41) 353 頁 
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第 3 章 企業再生局面での債務消滅益課税に対する手当て 
 

























                                                   
51) 前掲 32) 56 頁 























際し、繰越欠損金の範囲等を明確化するとともに法 59 として明文化された。 
 












尚、平成 23 年 11 月の改正で、青色欠損金の繰越控除の限度額が控除前所得の 80％に






















                                                   













金の適用順序について、2 通りの解釈がある 56)。 
即ち、会社更生等による場合には、この適用を受けることとなった事業年度より前の事
業年度から繰り越された欠損金額の合計額から、「繰越欠損金額の規定による損金算入の適
















4. DES における債務消滅益への適用 
DES における債務消滅益の対応に関しては、平成 18 年の改正において、債務免除の範
                                                                                                                                                          
上の観点から支持できるものである。知原信良「民事再生手続における課税上の諸問題」ビジ
ネス・タックス 2005.10 168 頁 
56) 前掲 1) 443 頁 















（基通 12-3-6）、このうち③が DES に該当するため、DES における債務消滅益に対して
も、期限切れ欠損金が利用できるということとなる。 
 




1. 債務免除益（cancellation of debt）課税 
 米国において債務免除益が課税所得を構成するかどうかについて、判例法としてその後
の法解釈を導き出すベースとして機能し続けているのが、前述した連邦最高裁 United 
States Kirby Lumber Co.事件判決（284U.S.1(1931)）である。当該判決においては、自
社の発行した社債を発行価額よりも低額で買い戻した場合には、発行価額と買戻価額の差
額を純資産の増加として、債務免除益が課税所得を構成する旨の判示がなされている。こ








1) 破産法第 11 章（会社更生）、支払不能時の債務免除益（内国歳入法 Sec.108(a)(1)） 
ｲ. 債務免除益の取扱い 
















 ①純事業損失（Net Operating Loss 以下 NOL という。税務上の欠損金に相当する）、
前年度から繰り越されてきた NOL、②未使用の一般事業税額控除額（general business 
credit 納税者に認められた投資税額控除などが含まれる。他の租税属性の減額は、債務免
                                                   







を租税属性という。前掲 1) 434 頁 
61) 現在の 108 条の枠組みが作られた 1980 年破産税法（Bankruptcy Tax Act of 1980, Rub L 





除益 1 ドルにつき租税属性 1 ドルの減額であるが、一般事業税額控除を含む税額控除の減
額に充てられる場合には、債務免除益 3 ドルにつき租税属性 1 ドルを減額する。これは、

























                                                   
62) 当該債務免除益が残る場合とは、法人の場合には、損失が生じたにもかかわらず法人が配
当を行った場合と考えられ、この場合が税法上優遇されていることになる。  










3) 債務と引換の株式発行（米国における DES（債務＝株式交換(stock for debt exchange) ）
内国歳入法 108(e)(8)） 
 米国においては、債務の株式化については、DES という名称は使われず、債務＝株式交










                                                   












































                                                                                                                                                          
時の規定は）表面上理解しやすいが、実際には複雑な問題を多く含んでおり、簡素ではない、
④1986 年の代替的ミニマムタックス及び 382 条の改正によりその有効性は減じており、実際
にも会社更生の計画を債権者が受け入れるかどうかの判断について決定的ではない、とする見













4) DES における債務消滅益 













                                                   
66) 米国の破産法のうちチャプター11 において更生(reorganization)の原理は、①債務者の新た
なスタート(fresh start for debtors)、②債権者の公正かつ平等な取扱い(fair and equitable 
treatment of creditors)、③債務者の清算より再生を優先(debtor rehabilitation favored over 
liquidation)、④財政管理の経済性(economy of administration)とされており、また、1980 年
破産税法立法時の租税政策原則は、①法の明確化(clarification of the law)、②破産手続内と手
続外（私的整理を指す。）の同様の取扱い(equal treatment in and out of bankruptcy)、③有利
でない新しいスタート(fresh start but no head start)、④タックスシェルター濫用の最小化
(minimizing tax shelter abuse)、⑤簡素さと執行可能性(simplicity and administrability)、⑥
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